










Study of direction of the problem solution about




The purpose of this paper is to clarify the problem concerning an inflow of people into a
city from the surrounding area when a large disaster occurs in the daytime and to make coun-
termeasures about the problem
Firstly, we analyzed it three cities of the Kansai area and come up with concrete subjects on
policy planning for the evacuation of people who flow in.
Secondly, supposing traffic interruption due to the large disaster in the Kobe, the routes on
which people who flow in the daytime take to go home were selected. And alternative trans-
portation was also examined.
キーワード:昼間人口､避難ルート､代替交通
Keywo rds : Daytime population, Refuge route, Alternative transportation















































































































































































































































































































































































































































































































15)神戸市観光入込客数(市産業振興局調べ) H12 : 2,519万人より推計
16)第1章で触れたとおり､本稿を通して発災直後の①､ ②の行動は研究の対象外とする｡
17)市営バスにおいては､ 20km圏内の区間であっても急峻な地形等から徒歩避難(帰宅)が困難な場合の新規ルートの
設定や､避難経路上の既存ルートの増便などの円滑な避難を実施するための輸送手段を講じることとしたo
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専用レーン設定などを関係機関(近畿運輸局､県警､道路管理者等)と協議するO
･船舶による代替輸送は､発災後､速やかに事業者が既存航路増便､航路の新設などの手
続きを行い､運航することとし､航路の区間を選定する｡
･各交通機関の輸送力を算定し､ル-ト別避難者数と整合させる.
(3)マッピング
･地図の上に透明シートををのせ､油性マーカーなどで避難ルートを記入するO
･徒歩避難道路､代替交通(バス､航路)の区間､電車の利用可能区間､広報場所(帰宅
困難者への情報提供)､休憩所､避難ルート別の避難人数を記入する.
(4)関係機関等との調整
国､自治体､警察等の関係機関に対して､発災時に代替バス路線･航路の速やかな許認可
事務に努めることなどの同意を得るとともに､近隣自治体と避難ルート指定の了解および避
難行動への協力等の確認を行う｡関係企業･団体に対しては､避難計画の内容(代替交通の
開始手続き､帰宅支援情報提供など)について協力要請する｡ (表8､ 9参照)
(5)継続検討課題の取扱い
避難計画ル-トを設定し対策を講じる上で今後対応を検討すべきこととして､通常時には､
表8　｢関係機関への協力依頼先｣18)
帰宅手段　　　　　機関名　　　　　　　　　依頼内容
国土交通省近畿地方整備局
道　　路　　兵庫児警(交通規制課)
(徒歩)　兵庫県(児土整備部)
神戸市(建設局)
道路管理者としての安全確認
交通規制
道路管理者としての安全確認
道路管理者としての安全確認
国土交通省近畿地方整備局
国土交通省近畿運輸局
代替バス　　兵庫県警(交通規制課)
神戸市(交通局)
神戸市(建設局)
道路管理者としての安全確認
速やかなバス運行の許認可
交通規制
代替バス運行
道路管理者としての安全確認
代替航路
国土交通省神戸海運監理部
神戸市(港湾整備局)
兵庫県(港湾課)
大阪南(港湾局)
速やかな航路の許認可
港湾管理者としての安全確認
港湾管理者としての安全確認
港湾管理者としての安全確認
18)平成14年3月1日現在､神戸避難計画素案について､表8および表9の協力依頼先からは概ね了解を得ているが､
今後調整が必要な団体･企業等がいくつか残っている｡
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表9　｢関係企業･団体等への協力依頼先｣
第6巻第2号
帰宅手段　　　　　機関名　　　　　　　　　　依頼内容
代替バス
阪急電鉄㈱
阪神電鉄㈱
西日本旅客鉄道㈱
神戸電鉄㈱
北神急行㈱
神戸市営地下鉄
大阪府バス協会
兵庫娼バス協会
代替バス運行､情報提供
EA
EA
m
m
m
代替バス車両調達
A
代替航路 関西汽船㈱他　　　　　　　　代替船舶の運航
近畿旅客船協会　　　　　　代替船運航時の連絡調整
広域的な共同キャンペーンなどにより､昼間流入者や事業者の認識を深めておく必要がある｡
また､発災直後には､帰宅困難者等が必要とする情報を適時･的確に収集･提供できる手段､
仕組みおよび体制を十分整備しておく｡さらに､避難(帰宅)行動時には､多数の避難(棉
宅)者が円滑に帰宅できるように避難ルート沿いに帰宅支援施設を配置するとともに､ルー
トの安全性を確保する体制を構築する必要がある｡
3-4　避難計画
(1)概要
東方面　道路:国道2号､国道43号､国道171号
航路:神戸～天保山･大阪南港
鉄道: ∫ R西日本:甲子園口以東､阪急電鉄:西宮北口以東､
阪神電鉄:甲子園以東
西方面　道路:国道2号
航路:神戸～明石･姫路
鉄道: J R西日本:西明石以西､山陽電鉄:明石以西､
神戸市営地下鉄:板宿以北
北方面　道路:国道428号(箕谷以北を除く)､新神戸トンネル(神戸市営バス)
鉄道:神戸電鉄の全線(鈴蘭台以南と有馬口～有馬温泉間を除く)
(2)方面別･手段別避難(帰宅)者数
方面別避難者数は､出発地別昼間人口数(H 7国勢調査)をもとにJ避難対象者(約31万
人)を按分して算定した｡バス､船舶による輸送は発災後2-3日目にかけて2日間運行す
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ることとし､主に阪神･淡路大震災当時の実績を積み上げた｡電鉄数社からは､再び同様の
震災が発生すれば､少なくともかつてと同程度の対応(代替交通の構築)は実施するという
回答が得られている｡
東方面:約15.5万人
徒　　歩:
代替バス:
92,200名
24,000名/日
代替船舶: (H13.8現在の神戸港発着の旅客定期･不定期航路の輸送能力)
7,400名/日
西方面:約13万人
徒　歩　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　84,000名
代替バス:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,000名/日
代替船舶: (H13.8現在の明石港等発着の旅客定期･不定期航路の輸送能力)
15,000名/日
北方面:約2.5万人
徒　　歩:
代替バス: 1台当たり60名×10台×10往復/日-
4　災害時の昼間人口対策の広域的な展開を目指して
×2日分
×2日分
13,000名
6,000名/日　×2日分
4- J　広域的な避難道路網の形成
災害時の昼間人口向けの避難道路については､徒歩で安全に避難(帰宅)できる路線であ
ること念頭においたことから､結果的に災害対策基本法に基づき府県が定めている｢緊急交
通路｣1g)から選び出した｡
阪神･淡路大震災後､自治体では全国レベルで相互応援協定が締結されるなど､広域応援
体制の整備･充実の必要性が認識され､災害時に活かせるように共同訓練も実施されている｡
本稿の検討を通じて､一般車の乗り入れ規制､瓦磯の除去等により､大災害時に緊急交通
路の通行を確保することは､こうした広域的な応援体制等20)を円滑に機能させるために必要
不可欠であるだけでなく､災害時の昼間流入者にとっての避難路としても認識されるべきで
あることがわかった｡
また､同時に､このことは､単に緊急物資車両が通行できる｢安全性｣だけではなく､人
19)災害時に緊急車両を除き車両の通行を禁止する緊急輸送用の道路｡
20)例えば､都道府県警察による広域緊急援助隊､自治体の緊急消防援助隊などがある｡
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が安全に通行できる｢安全性｣が求められていることを意味するが､現時点で､前章の避難
道路の全ての区間について安全な歩行環境が確保されているとはいいきれない｡歩道の不備
により歩行者が自動車交通と分離されていなかったり､沿道の建築物の耐震性に問題があっ
たりする箇所がある｡また､代替バスの円滑な運行に不可欠な交通規制が大震災時に十分に
行われるかどうかの疑問が残っている｡
緊急交通路は､今後､昼間人口避難向けという新たな機能を付加して､府県境などにおい
て路線の継続性や道路網の一体性に叡酷がないよう､国､地方自治体による広域的な避難道
路網の位置付けが必要である｡それにより､より高度な安全性を確保できるよう､警察､建
設･土木関係部署が十分に連携して､優先･一体的な整備が図られるべきであろう｡
4- 2　地域防災計画および危機管理計画への反映
災害時の昼間人口に係る重要課題解決にあたっては､これらが地方自治体の地域防災計画
や企業の危機管理計画へ反映され､それに基づく実戦に近い形での共同防災訓練が繰り返し
行われることが必要である｡そのた釧こは､ここに指摘した課題が広く共有化され､各地域
の自治体､自主防災組織および関係機関等がそれぞれの役割を認識して具体的な行動を起こ
すための地域的な素地､枠組みが必要である｡
本稿における神戸地区の避難計画素案づくりは､帰宅困難者の被災地外への早期避難が被
災者や被災地のみでなく､大都市部へ昼間人口を送り出している近隣地域や､一定の中枢機
能を持つ都市にとっても重要な広域共通課題であるという観点から出発している｡
他地域においても､同様に避難計画を立案することで､徒歩帰宅や代替バス･航路の活用
等の検討を通じて具体的な問題点と課題を抽出するとともに､地域的な枠組みづくりを促し､
それが各地区での具体的な地域防災計画､危機管理計画､行動計画などにまで発展しつつ反
映されていくことを期待したい｡
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